
茨城県における環境放射線モニタリング機器

固定観測局【●局】
（非常用発電機装備）

可搬型モニタリングポスト【●台】 モニタリングカー【●台】

 緊急時モニタリング地点（PAZを除く）では、固定観測局●局（茨城県●局、日本原子力発電●局）で空間放射線量
率を測定。※2

 PAZでは、固定観測局●局（茨城県●局、日本原子力発電●局）で空間放射線量率を測定。※2

 万が一、固定観測局等が使えなくなった場合等に備え、可搬型モニタリングポスト●台（茨城県）を別途配備。※2

 空間放射線量率、大気中の放射性物質濃度を測定する装置や機材を搭載したモニタリングカー等を配備。

※ 外部電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施。
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緊急時モニタリング結果の共有及び公表

 緊急時モニタリングの結果は、放射線モニタリング情報共有・公表システムにより集約、緊急時モニ
タリングセンター等の関係機関と共有し、防護措置の実施判断に係る検討に活用するとともに、ホー
ムページにより公表。

＜各種モニタリング情報＞

可搬型モニタリングポスト
テ
レ
メ
ー
タ
等

固定観測局

測
定
結
果
の
集
約

測定結果の共有

測定結果を原子力規制委員会HPで公表

原子力災害
対策本部
（ERC）

モニタリングカー

茨城県

緊急時
モニタリング

センター
（EMC）

原子力災害
現地対策本部
(オフサイトセンター)

原子力災害
対策本部
（官邸）
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緊急時モニタリング実施計画

 茨城県では、緊急時モニタリング計画を策定している。

 国は、施設敷地緊急事態に至った際に、緊急時モニタリング計画を参照して緊急時モニタリング実
施計画を定め、事態の進展に応じ、同実施計画の改定等を行う。
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参照の上、策定及び改定

緊急時モニタリング実施計画（例）

【記載する項目の例】
＜実施項目＞

○モニタリングの継続
○モニタリングポストの測定間隔の変更
○必要に応じた可搬型モニタリングポストの設置
○モニタリングカーによる測定の実施
○大気モニタ・ヨウ素サンプラでの採取・測定
○飲食物中の放射性核種濃度の測定   等

＜実施主体＞
○緊急時モニタリングセンター（測定分析担当）  等

＜情報共有／報告の体制＞

＜注意事項＞ 等

【その他添付資料等の例】
○測定項目一覧
○地図及び観測局等の地点図   等

茨城県緊急時モニタリング計画

茨 城 県



緊急時モニタリングに係る動員計画

※ 各資機材については保有数を記載。

関係機関の保有資機材数
（令和７年度調査による。茨城県、日本原子力発電を除く。）

要員
（数）

可搬型
モニタリングポスト

（台）

モニタリングカー
（台）

国 ● ● ●

道府県 ● ● ●

原子力
事業者

● ● ●

関係指定
公共機関

● ● ●

 防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、平成27年1月に「緊急時モニタリングに係る動員
計画」が策定された。

 緊急時モニタリングの広域化や長期化に備え、要員及び資機材の動員についてあらかじめ準備す
べき事項、動員の要請の手順等を定め、要員及び資機材の円滑な動員に資することを目的とする。

＜概要＞

原子力災害対策指針においては、緊急時のモニタリ
ングの実施に当たって、国、地方公共団体及び原子力
事業者は、目的を共有し、それぞれの責任を果たしな
がら、連携し、必要に応じて補い合うこと、関係指定公
共機関は専門機関として国、地方公共団体及び原子
力事業者による緊急時モニタリングを支援することとさ
れている。

動員計画においては、緊急時モニタリングの広域化
や長期化に備え、要員及び資機材の円滑な動員に資
するため、
 地方公共団体、原子力事業者、関係指定公共機

関等（以下「関係機関」という。）から動員可能な要
員及び資機材の情報の調査方法

 上述の情報の更新の方法
 緊急時モニタリングセンター、原子力規制委員会・

内閣府原子力事故合同対策本部（全面緊急事態
においては、原子力災害対策本部）事務局及び関
係機関の調整プロセス

等について規定。 87



柏崎刈羽地域の緊急時モニタリング地点及び一時移転等の実施

図 柏崎刈羽地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点及び一時移転等の実施単位

 固定観測局については、そこで測定された実測値に基づいて迅速に防護措置を講ずる区域を特定できるよう、原
子力災害対策重点区域における全ての一時移転等の実施単位毎に設置されることが必要であり、新潟県では既
設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の値に基づき一時移転等を実施する範囲を関連付けている。既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の全てについ
て非常用電源を設置、通信回線の多重化を実施しているほか、既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の故障等に備え、可搬型ﾓﾆﾀ
ﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等を保有している。

かしわざきかりわ

※上越市は、町内会毎
に一時移転等を実施
することとしているが、
地図では便宜上、行政
区を表記している。

かしわざきかりわ 88

柏崎刈羽地域の例



日本原子力発電による東海第二地域の緊急時モニタリング

 モニタリングポスト
• モニタリングポスト（●局）で、東海第二発電所敷地境界付近の空間放射線量率を測定。

※電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施。

• 万が一モニタリングポストが機能喪失した場合に備え、可搬式モニタリングポストを別途配備（●台）

 可搬型モニタリングポスト
• 施設敷地緊急事態が発生した場合、可搬型モニタリングポストを設置して、敷地境界の放射線量を測定（モニタリングポストの代替用

及び海側等を含む●台）

 モニタリングカー
• 放射線量・放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したモニタリングカー等（計●台）を配備。

 可搬型放射能測定装置等
• 発電所及ひそのその周辺の放射線量等を測定。

 オフサイトの協力
• 緊急時モニタリングセンターに人員を派遣するほか、状況に応じて資機材を活用して、オフサイトの緊急時モニタリングに協力。

とうかい

89

とうかい

可搬型モニタリングポスト【●台】
（衛星系回線による通信機能付）

モニタリングポスト【●局】 モニタリングカー【●台】 サーベイ車【●台】

可搬型ﾀﾞｽﾄ・ﾖｳ素
ｻﾝﾌﾟﾗ

ZnSｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ
ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

β線ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

主な可搬型放射能測定装置の例 モニタリングカー等に搭載するサーベイメータの例

（サーベイメータ類）



9．原子力災害時の医療等の実施体制
（安定ヨウ素剤・避難退域時検査・簡易除染を含む）
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PAZ内住民に対する安定ヨウ素剤の事前配布

 茨城県及び関係市村では、平成27年度からPAZ内住民への安定ヨウ素剤の事前配布を開始。令和●年●月●日
現在、●●人に配布

 住民の利便性を考慮し、説明会方式での配布のほか、郵送での配布、薬局における配布により、事前配布率の向
上を図っている。

＜安定ヨウ素剤事前配布会＞

茨城県及び関係市村により、安定ヨウ素剤の効果や服用上
の注意点など、事前配布に際し知っておくべき事項を説明。

関係市村 配布対象 配布済み

東海村 ●人 ●人

日立市 ●人 ●人

ひたちなか市 ●人 ●人

那珂市 ●人 ●人

合 計 ●人 ●人

ひたちし

なかし

91

とうかいむら
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PAZ



避難住民等に対する安定ヨウ素剤の備蓄状況と緊急配布

安定ヨウ素剤の緊急配布を実施

各市町村が指定する一時集合所等で緊急配布
（計●か所）

避難退域時検査場所（候補地）で緊急配布
（計44か所※） ※P94参照

安定ヨウ素剤備蓄場所

茨城県：●か所

県及び市町村職員により、安定ヨウ素剤の搬送を実施。

東海村：●か所

日立市：●か所

ひたちなか市：●か所

那珂市：●か所

水戸市：●か所

常陸太田市：●か所

高萩市：●か所

92

 避難住民等に対する安定ヨウ素剤の緊急配布に備え、茨城県は計●か所の施設に合計約●●丸の丸剤、乳幼児
向けのゼリー状安定ヨウ素剤(32.5mg)●●包、ゼリー状安定ヨウ素剤(16.5mg)●●包を備蓄。（令和●年●月●日
時点）

 緊急配布が必要となった場合には、備蓄場所より各市町村が指定する一時集合所等（計●か所）及び避難退域時
検査場所（候補地計44か所）に搬送の上、対象住民等に順次配布を実施。

笠間市：●か所

常陸大宮市●か所

鉾田市：●か所

茨城町：●か所

大洗町：●か所

城里町：●か所

大子町：●か所

とうかいむら

ひたちし

なかし

みとし

ひたちおおたし

かさまし

たかはぎし

ひたちおおみやし

ほこたし

いばらきまち

おおあらいまち

しろさとまち

だいごまち

PAZ

UPZ

（凡例）

：安定ヨウ素剤の緊急配布を行う一時集合所等

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：避難退域時検査場所候補地



国による安定ヨウ素剤の確保体制

 国は、 UPZにおいて安定ヨウ素剤が不足した場合、及びUPZ外において安定ヨウ素剤を必要とする場合に
備えた備蓄を実施しており、全国を5つのブロック（北海道、東北・関東、中部、中国・四国、九州）に分け、5
か所の安定ヨウ素剤集積所に丸剤200万丸、乳幼児向けゼリー状安定ヨウ素剤15万包の備蓄を実施。

 緊急配布場所への輸送は、東北・関東ブロックの安定ヨウ素剤集積所から24時間以内、隣接ブロックの安
定ヨウ素剤集積所から3日以内、その他ブロックの安定ヨウ素剤集積所から7日以内に完了する体制。

 さらに、不足する場合には、民間工場での全力生産及び海外からの援助等により、必要数を確保。

オフサイトセンター

（茨城県原子力オフサイトセンター）

安定ヨウ素剤集積所

輸送

UPZ内外の安定ヨウ素剤
緊急配布場所

指示

隣接ブロック
（3日以内に輸送完了）

（凡例）

：隣接ブロックの安定ヨウ素剤集積所エリア

：東北・関東ブロックの安定ヨウ素剤集積所エリア

：その他ブロックの安定ヨウ素剤集積所エリア

東海第二発電所

その他ブロック
（7日以内に輸送完了）

とうかい

東北・関東ブロック
（24時間以内に輸送完了）

隣接ブロック
（3日以内に輸送完了）
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 茨城県では、緊急時の避難を円滑に行うため、UPZ内人口や避難経路等を考慮し、避難元市町村と
各避難退域時検査場所の対応付けを行ったうえで、候補地をあらかじめ準備。

避難退域時検査場所の候補地の設定

番号 検査場所（候補地） 番号 検査場所（候補地）

1 常磐道友部サービスエリア 23 旧笠間市役所

2 笠間市岩間海洋センター 24 城里町衛生センター・物産センター山桜

3 県農業総合センター 25 大宮運動公園

4 常磐道美野里パーキングエリア 26 大子合同庁舎

5 第1常陸野公園 27 大子町中央公民館

6 土浦合同庁舎 28 袋田の滝第二駐車場

7 常磐道中郷サービスエリア 29 常陸大宮市御前山支所

8 高萩市民球場 30 道の駅みわ

9 高萩市リサイクルセンター 31 物産センターかざぐるま

10 サンスポーツランド高萩 32 常陸大宮市美和支所

11 高萩市立高萩中学校 33 里美ふれあい館

12 県立高萩清松高等学校 34 里美文化センター

13 高萩ユーフィールド 35 県立消防学校

14 いわき市南部アリーナ駐車場 36 県立茨城東高等学校

15 企業交流会館 37 空のえき そ・ら・ら

16 いわき市総合保健福祉センター駐車場 38 鹿島灘海浜公園

17 好間中央公園 39 大竹海岸駐車場

18 三和ふれあい館駐車場 40 旧県立鉾田農業高等学校

19 北関東道笠間パーキングエリア 41 鉾田合同庁舎

20 県立笠間高等学校 42 県立鉾田第一高等学校

21 笠間芸術の森公園東駐車場 43 鉾田市大洋運動場

22 笠間市総合公園 44 水郷県民の森

ともべ

かさましいわま

みのり

ひたちの

つちうら

なかごう

たかはぎ

たかはぎ

たかはぎし

たかはぎしりつたかはぎ

たかはぎせいしょう

ひたちおおみやしみわ

たかはぎ

よしま

みわ

かさま

かさま

かさまし

かさま

しろさとまち

ひたちおおみやしごぜんやま

ほこた

ほこたしたいよう

すいごう

18

17

16

15
14

13

7

9

10

11

12

8

33
28

27
26

30
32

25

24

2022
23

19

2

3
4

35

4037

41
42

39
38

43

44

6

5

UPZ

PAZ

1

36

29

34

21

31

かしまなだ

おおたけ

さとみ

さとみ

ほこた

かさま

だいごまち

だいご

おおみや

ふくろだ

ほこた

やまざくら
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避難退域時検査場所の運営体制

 避難退域時検査場所は、茨城県及び原子力事業者が国、関係市町村、関係機関の協力の下、運営。

 原子力事業者は備蓄資機材を活用し、●人程度の要員を避難退域時検査場所へ動員。

 指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構・国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構）は国及び茨城県からの要請に基づき、要員及び資機材による支援を実施。

避難退域時検査場所における検査及び簡易除染の体制（例）

検査責任者及び補佐

95

検査チーム

車両指定箇所
検査チーム

住民指定箇所
検査チーム

簡易除染チーム

車両確認検査及び
簡易除染チーム

住民確認検査及び
携行物品検査並びに

簡易除染チーム

交通誘導員 他



避難退域時検査場所における活動基本フロー

 避難退域時検査は、茨城県、原子力事業者、関係機関等の要員により実施。

 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取扱実習を
含む研修を受講。

避

難

住

民
一時保管等

乗員

車両

・住民については、
汚染拡大防止処
置を行った上で
除染が可能な機
関で除染を実施。
場合によっては、
内部被ばくの検
査ができる機関
へ搬送。

・携行物品につい
ては汚染拡大防
止措置等を実施。

避難所等へ

避難所等へ
携行物品検査

住民

物品

車

両

検

査

簡

易

除

染

住

民

検

査

簡

易

除

染

訓練風景

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

40,000cpm超過

40,000cpm以下

OIL4
以下

OIL4
超過

OIL4
以下

OIL4
超過40,000cpm

超過

40,000cpm
以下

※ 一時移転等を行う住民の検査は、乗員の代用として、まず車両検査を行う。

※ 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・ 汚染付着物等につ
いては原子力事業者が処理。

※ 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保。 96



指導・協力

相談

避難退域時
検査場所等

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

（いずれの車両も衛星通信回線を装備）

大型救急車（1台）
患者搬送

支援車（1台）
現場指揮、

資機材・人員搬送

検査測定車（1台）
放射線測定器搬送

 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構は、緊急時、国及び関係自治体の要請に基づき、オ
フサイトセンターに専門家、必要に応じ救急搬送車両等を派遣。また、必要に応じ、避難退域時検査
等における指導・協力を実施。また、機構からは、原子力災害医療に関する相談への指導・助言も
実施。

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構による協力体制

2011.03 東京電力（株）福島第一原子力発
電所の事故時におけるオフサイトセンター
（大熊町）での活動

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構（千葉市）
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オフサイトセンター

(茨城県原子力オフサイト
センター)

おおくままち



国立研究開発法人日本原子力研究開発機構による協力体制

 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修センター（茨城
県）が窓口となり、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指導や緊急時
モニタリング等の協力を実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施。 

 また、オフサイトセンターや緊急時モニタリングセンター（EMC)等へ専門家を派遣するとともに航空機による
モニタリングを支援。

2011.03 東京電力（株）福島第一
原子力発電所の事故時における
国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構の活動

モニタリング車（2台）

移動式体表面測定車（2台）

移動式全身測定車（2台）

作業員の内部被ばく測定 緊急被ばく医療のための受入体制構築 緊急時モニタリング

放射線防護資機材
（サーベイメーター80台）
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修センター（福井支所）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修センター（茨城県）



PAZ

UPZ

原子力災害時における医療体制

 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

原子力災害医療協力機関 ※茨城県に登録

 【10医療機関・2団体】

原子力災害拠点病院 ※茨城県が指定

【3医療機関（国立病院機構水戸医療センター、筑波大学附属
病院、茨城県立中央病院）】

高度被ばく医療支援センター及び
原子力災害医療・総合支援センター ※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、福島県立医
科大学等が実施】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子
力災害対策等を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかかわらず
傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合には適切な
診療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な診療を
行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に対して専門的
助言を行う。また、原子力災害医療・総合支援センターは原
子力災害医療派遣チームの派遣調整を行うほか、平時から
原子力災害拠点病院へ研修、指導、助言を行う。

協 力

支 援

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関 （医療機関のみ）
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つくば

福島県立医科大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

PAZ
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10．実動組織の支援体制



 不測の事態の場合は、茨城県及び関係市町村からの要請により、実動組織（警察、消防、海上保安
庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施。

東海第二地域周辺の主な実動組織の所在状況
とうかい
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UPZ

PAZ

大子町（だいごまち）消防本部

大子（だいご）警察署

常陸大宮市（ひたちおおみやし）消防本部

大宮（おおみや）警察署

那珂（なか）警察署

那珂市（なかし） 消防本部

ひたちなか・東海広域

事務組合消防本部

ひたちなか警察署

水戸（みと）警察署

水戸市（みとし）消防本部

笠間市（かさまし）消防本部

笠間（かさま）警察署

茨城県警察本部

茨城町（いばらきまち）消防本部

鉾田（ほこた）警察署

鹿行（ろっこう）広域事務組合消防本部

百里（ひゃくり）基地
（航空自衛隊第７航空団、偵察航空隊、

百里救難隊等）

高萩（たかはぎ）警察署

高萩市（たかはぎし）消防本部

日立（ひたち）警察署

日立市（ひたちし）消防本部

太田（おおた）警察署

常陸太田市（ひたちおおたし）消防本部

茨城海上保安部

大洗町（おおあらいまち）消防本部

勝田（かつた）駐屯地
（陸上自衛隊施設学校、施設教導隊）

霞ヶ浦（かすみがうら）駐屯地
（陸上自衛隊関東補給処等）

土浦（つちうら）駐屯地
（陸上自衛隊武器学校隊）

大宮（おおみや）駐屯地
（陸上自衛隊第32普通科連隊等）

木更津（きさらづ） 駐屯地
（陸上自衛隊第１ヘリコプター団等）

松戸（まつど）駐屯地
（陸上自衛隊需品学校等）

北宇都宮（きたうつのみや） 駐屯地
（陸上自衛隊第12ヘリコプター隊等）

練馬（ねりま）駐屯地
（陸上自衛隊第１師団司令部等）

入間（いるま）基地
（航空自衛隊中部航空方面隊司令部等）

横須賀（よこすか）地区
（海上自衛隊横須賀地方総監部等）

朝霞（あさか）駐屯地
（陸上自衛隊東部方面総監部等）

館山（たてやま）・木更津（きさらづ）地区
（海上自衛隊第21航空群司令部等）

下総（しもふさ ）地区
（海上自衛隊教育航空集団司令部等）

武山（たけやま）駐屯地
（陸上自衛隊第31普通科連隊等）

厚木（あつぎ）地区
（海上自衛隊第４航空群司令部等）

第三管区海上保安本部

古河（こが）駐屯地
（陸上自衛隊第1施設団本部等）



実動組織の広域支援体制

 地域レベルで対応困難な支援要請があった場合は、茨城県、関係市町村からの各種要請を踏まえ、
政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるオフサイトセンター（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力
災害対策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応センター））の調整により、必要に応じ全国の
実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）による支援を実施。
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UPZ

原子力災害対策本部
（首相官邸）

災害派遣・原子力災害派遣

全国の陸・海・空の自衛隊によ
る支援

警察災害派遣隊

全国の都道府県警察による
支援

緊急消防援助隊

全国の市町村消防が所属する
都道府県単位による支援

巡視船艇・航空機の派遣

全国の管区海上保安本部に
よる支援

全国の実動組織による支援

茨城県原子力オフサイトセンター

現地における
各種要請の集約

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示



施設敷地緊急事態からの現地実動組織の体制

 施設敷地緊急事態の時点でPAZ内の施設敷地緊急事態要避難者の避難が開始されることから、茨城県
及び関係市町村で避難手段の確保が困難になった場合に備え、現地事故対策連絡会議を開催するととも
に、 オフサイトセンター実動対処班を設置（対象となる要員は、必要に応じ施設敷地緊急事態に至る前か
ら体制立ち上げ）。施設敷地緊急事態以降、原子力緊急事態の解除までの間、継続して対応を実施。

※ オフサイトセンター実動対処班要員参集前に各種要請があった場合は、ERC実動対処班が連絡・調整を実施。

 不測の事態における茨城県、関係市町村からの各種支援の要請に対し、実動組織（警察、消防、海上保安庁、自
衛隊）が連携のうえ、迅速な対応体制を構築。

PAZ内に係る
施設敷地緊急事態要避難者等※1

オフサイトセンター
実動対処班

（原子力規制庁、茨城県、警察、
消防、海上保安庁、自衛隊）

＜自衛隊＞
陸上自衛隊東部方面総監部

海上自衛隊横須賀地方総監部

航空自衛隊中部航空方面隊

＜警察＞
茨城県警察

関東管区警察局

＜消防＞
ひたちなか・東海広域事務組合消防本部

消防本部（日立市、那珂市、常陸太田市、高萩市、

笠間市、常陸大宮市、茨城町、大洗町、大子町）

水戸市消防局

鹿行広域事務組合消防本部

＜海上保安庁＞
第三管区海上保安本部

茨城海上保安部

部隊等
派遣

状況報告

対応連絡

現地事故対策
連絡会議※2

ERC
実動対処班

連携

調整

テレビ会議等
を活用し随時
情報共有

ERC:原子力規制庁緊急時
        対応センター

関係
市町村

社会福祉施設の
入所者

妊婦、授乳婦、乳幼児、乳幼児
とともに避難する必要のある者

茨城県

※1 施設敷地緊急事態での避難対象者を示したもの。全面緊急事態ではPAZ内の一般住民等、OILによる防護措置実施時ではUPZのうち対象地域の住民等が対象となる。
※2  全面緊急事態以降は、原子力災害合同対策協議会で情報共有。

とうかい

在宅の避難
行動要支援者

安定ヨウ素剤を服用できないと
医師が判断した者 等

よこすか
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ひたちし なかし ひたちおおたし たかはぎし

かさまし ひたちおおみやし いばらきまち おおあらいまち だいごまち

みとし

ろっこう



自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応

 かしわざき

柏崎港

なおえつ

直江津港

 てらどまり

寺泊港

大型艦船不可

大型艦船可

大型艦船可

自治体等と連携の上、通行
不能となった道路への他の
車両の流入防止

 自然災害等により、避難経路等を使用した車両等による避難ができない場合は、新潟県及び関係
市町村からの要請により、実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）による各種支援（ヘリポート
や港を活用した空路や海路による避難等）を必要に応じて実施。

避難先又は陸路で避難可能な
場所までﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより避難

空路や海路に
よる避難

道路情報板設置個所
場外離着陸場、ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地
港湾
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柏崎刈羽地域の例



自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

 茨城県と関係市町村との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

緊急時モニタリング支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立ち入り制限等

警察組織

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

消防組織

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時モニタリング支援
船舶等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

海上保安庁

防衛省・自衛隊
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